
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

生前贈与分を相続財産と一体化することについて、“ 改正” ではなく“ 検討” の旨が令和 4 年度 

税制改正大綱に示されていました。この“一体化” について、内閣府の資料※1 等から確認します。 
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生前贈与分の合算と格差固定化 

防止 ～相続税・贈与税のあり方～ 

高齢世代の貯蓄と「老老相続」 

同資料によれば、2014 年における年代別の金融資

産残高のうち、全体の約 6 割に相当する約 1,000 兆

円を 60 歳以上が保有しているなど、高齢世代の貯蓄

額は高い傾向にあります。 

 また、日本人の平均寿命が延び、死亡者（被相続

人）も相続人も高齢者という、いわゆる「老老相続」

が増えており、結果として相続による若年世代への

資産移転が進みにくい状況にあります。 

経済社会の構造が変化する中でのこのような生

前贈与を活用した税負担の軽減について、国は適切

な税負担がないままで次世代へ資産が移転されるこ

とによる、中立性の欠如と格差固定への懸念を示し

ています。 

たとえば政府与党の令和 4 年度税制改正大綱に

は、今後の税制改正に当たっての基本的考え方の中

で、『相続税・贈与税のあり方』として、次の一文が

ありました。 

連年贈与による税負担軽減 

その一方で、若年世代が相続人となるまでの期間

が長いことを逆手に、本来ならば相続税よりも税負

担水準が高いはずの贈与税を、将来の相続税よりも

低い負担となるように暦年単位で計算（暦年課税）

をしながら、タイミングを見計らい長期にわたり生

前贈与を行うこと（連年贈与）で、税負担を抑えた

資産移転が可能と 

なっています。 

同資料では、以下の前提で 15 年間連年贈与を

した場合の税負担が、生前贈与をしなかった場合

に比べて 2,275 万円減少する計算例を紹介してい

ます。 

資産移転の時期の選択に中立的な税制 

この「資産移転の時期の選択に中立的な税制の

構築」とは、具体的には生前贈与をしてもしなくて

も最終的な税の負担が変わらないような税制をつく

ることを指しており、実現するには、相続税と贈与

税を一体的に捉えて課税する必要があります。 

＊2 月 2日（水） 2 月誕生会 

2 月生まれの方を事務所全員で祝いました。 

所長よりプレゼントの贈呈がありました。 
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プロ経営者通信 お問い合わせはこちらへ 
ご意見・ご要望等ございましたら、お手数おかけしますがお電話またはメールにてご連絡をお願い致します。 

電話：097-529-5757 （総務通信担当者宛） メール：soumu@ideasoken.jp 

Blog と Facebook で事務所の様子や 

職員の日常を紹介しています！ 

どうぞご覧下さい。 
Ｂｌｏｇ Ｆａｃｅｂｏｏｋ ＨＰ 

書面に印字して保存している事業者がこの措置を

適用する場合は、次のとおり引き続き書面に印字し

て保存することが可能です。 

 

非課税措置の見直し 

なお、相続税と贈与税の一体化の他、経済対策の一

環で設けられた次の非課税措置については、ある程

度まとまった金額まで贈与税の負担がないことか

ら、格差固定化を防ぐ等の目的で見直しが示唆され

ています。 
 こちらもあわせてご確認ください。 

 

 

 

＊ＭｙＫｏｍｏｎニュースレターより引用 

 

セミナー情報 

経営計画書の作成で幹部社員の意識が向上！！ 
たった 5 年で売上が 7 倍<7 億円>に！ 
幹部と一緒に作る！！  

 
経営計画を立てると会社が生まれ変わる！ 

◎専門家がマンツーマンで丁寧にお教えします！ 
◎何でも質問ＯＫです！ 

 
日 程  2022 年 03 月 29 日（火） 
時 間 10 時～17 時（受付 9 時 45 分～） 
会 場 参加ご希望の方へ改めてご案内いたします 
参加料 30,000 円 (税抜)【定員 5 社様】 

＊おひとり様追加毎に＋5,000 円(税抜)となります。

お問い合わせ TEL：097-529-5757  髙山 
申し込みフォーム：
https://docs.google.com/forms/d/1XYv5
yxO5tG1SwwU0zibIyPjigL_Oe0V0yB
gFVwl9S7Q/edit

相続時精算課税制度 

この相続税と贈与税を一体的に捉えて課税する制

度として、現行では“相続時精算課税制度” がありま

す。これは、この制度選択後の生前贈与分を、相続時

に相続財産に加算して相続税の計算をしながら、当該

生前贈与分に係る贈与税を精算する制度で、平成 15

年度（2003 年度）に次世代への資産移転や、これによ

る消費拡大と経済活性化の観点から導入されました。 

ただし、この制度を適用して令和 2年分の申告をした

人員数は 3 万 9 千人で、暦年課税の 44 万 6 千人と比

べて利用が多いとはいえない側面があります。 


